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〈概要〉 

当院は平成 19 年より地域周産期母子医療セン

ターとして運用を開始した。運用後の母体搬送

の周産期予後について検討した。平成 18 年 7

月から平成 25 年 3 月までに当院に母体搬送さ

れた症例のうち、22 週未満の搬送を除外した

216 例を対象とし、倫理委員会承認のもと後方

視的にデータを収集し、統計学的解析を行った。

平成 18 年から 21 年での母体搬送数平均は年

21 件、平成 22 から 25 年では年 35 件と増加

していた。適応は切迫早産が 53 件（22%）、

前期破水が 30 件（14%）、産褥出血 27 件

（13%）などであった。妊婦受け入れ週数は

29-33 週が最も多く 79 件（37%）であった。

施設規模としては総合病院からの搬送症例が増

加していた。（年 0.8 件/年 5.8 件）搬送地域は

焼津市外からの受け入れが増加していた。（年

5.9 件/年 16 件）地域周産期母子医療センター

発足後、母体搬送件数は年々増加し、特に市外

の総合病院からの受け入れ件数が有意に増加し

ていた。地域周産期医療センターとしての機能

を果たしていることが示された。 

〈緒言〉 

全国的に周産期医療を担う施設・人材の不足

が取り上げられ、当院の位置する志太榛原地区

においても同様の問題が生じている。一診療所

あたりの分娩件数は 385 件と全国的にも多く
1)、近隣施設との連携が必要不可欠となってい

る。志太榛原地区の概要を示す（表 1）2)。静

岡県の中央に位置し、また、静岡市の西に位置

する地域で、人口１０万人台の焼津市、藤枝市、

島田市と、牧之原市の４市、吉田町、川根本町

の２町からなる。各都市には中核となる総合病

院が存在しており、当院と藤枝市立病院が地域

周産期母子医療センターに指定されているが、

本地域の産婦人科医師の確保、体制の維持は依

然として困難な状況にある。 

当院は、志太榛原地域の中核病院として、以
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前より近隣からの母体搬送を積極的に受け入れ

ている。当院の概要を示す。（表 2）平成 19年

より地域周産期母子医療センターとして運用を

開始。NICU は平成 11 年より運用を開始した

が、現在の体制となったのは新生児科の開設さ

れた平成 19 年からである。妊娠 28 週、出生

時体重 1000g 以上の児の対応が可能となって

いる。 

今回、我々は当院の地域周産期母子医療セン

ター発足前後での母体搬送と周産期予後につい

て検討した。 

〈方法〉 

平成 18 年 7 月から平成 25 年 3 月までに当

院に母体搬送された症例のうち、22 週未満の

搬送を除外した産褥期を含む 216 例を対象と

した。 搬送時適応、週数、周産期予後、搬送

地域、施設規模などを、倫理委員会承認のもと、

後方視的にデータを収集し、統計学的解析を

行った。主に、平成 18 年から平成 21 年まで

の搬送数を前半年とし、平成 22年から平成 25

年度までの搬送数を後半年としてオッズ比を算

出し、χ2 検定にて p 値が 0.05 未満となる場

合を有意とした。 

〈結果〉 

平成 18 年から平成 21 年での母体搬送数平

均は年 21件で、平成 22から平成 25年では年

35 件と増加していた。搬送地域は焼津市外か

らの搬送数が年 6 件から年 16 件、焼津市内か

らの搬送数が年 11 件から年 19 件で、焼津市

外からの受け入れが増加していた（図 1）。市

外からの搬送数では藤枝市からの搬送数が最も

多く、過半数を占めた。平成 22 年以降での母

体搬送数はより遠方からの搬送が増加していた

（図 2）。 

 

 

 

 

 

 
表 1.志太榛原地区の概要（平成 22年） 

 

 

 

 
表 2.焼津市立総合病院の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

	 	 	 	 	 図 1.当院の母体搬送数の変遷 

 
母体搬送の受け入れ週数は妊娠 29 週から妊

娠 33 週までのものが最も多く 79 件（37%）

であった。また、妊娠 29 週以降での受け入れ

数が有意に増加していた（図 3）。 

母体搬送元の施設規模としては、診療所から

の受け入れが 142 件（66%）、総合病院からの

受け入れが 26 例（12%）であったが、総合病

院からの受け入れ件数の増加率は年 0.8 件から

年 5.8件と最多であった（図 4）。 

母体搬送の適応に関しては、切迫早産（20 件

/44 件）、PROM（8 件/23 件）と胎児適応での

搬送が有意に増加していた（図 5）。 
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図 2.当院の他地域からの母体搬送数の変遷 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 3.母体搬送の受け入れ週数の変遷 

母体搬送数の変化によって当院の早産率、帝

王切開率などの分娩予後の変化を検討したが、

統計学的な有意差は得られなかった。しかし、

当院分娩数における母体搬送の比率は増加して

おり、早産、帝王切開率は特に高かった。 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 4.母体搬送数の施設規模の変遷 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 5.母体搬送の適応の変遷 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 6.母体搬送時週数の変遷 

早産の中でも 33 週未満での分娩が多く、ハ

イリスク症例が適切に母体搬送されていること

が示唆された。（表 3）。 
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平成18年年 平成19年年 平成20年年 平成21年年 平成22年年 平成23年年 平成24年年
総分娩数 3/463(0.6%) 5/529(0.9%) 8/645(1.2%) 13/713(1.8%) 28/811(3.4%) 14/712(1.9%) 23/717(3.2%)

経膣分娩 2/325(0.6%) 4/388(1.1%) 4/456(0.9%) 6/507(1.2%) 18/579(3.1%) 3/499(0.6%) 10/478(2.1%)

正常分娩 1/307(0.3%) 4/367(1.1%) 4/425(0.9%) 6/493(1.2%) 18/547(0.3%) 3/475(0.6%) 9/441(2.0%)

鉗子分娩 1/12(8.3%) 0/20(0%) 0/31(0%) 0/13(0%) 0/23(0%) 0/9(0%) 0/22(0%)

吸引分娩 0/6(0%) 0/1(0%) 0/0 0/1(0%) 0/9(0%) 0/15(0%) 1/15(6.7%)

帝王切切開分娩 1/120(0.8%) 1/141(0.7%) 4/189(2.1%) 7/206(3.4%) 10/232(4.3%) 11/217(5.1%) 13/239(5.4%)
母体適応 1/48(2.1%) 0/72(0%) 4/99(4.0%) 4/128(3.1%) 7/141(5.0%) 7/137(5.1%) 6/154(3.9%)
胎児適応 0/72(0%) 1/69(1.4%) 0/90(0%) 3/78(3.8%) 3/91(3.3%) 4/80(5%) 7/85(8.2%)

早産 1/3(33%) 3/58(5.2%) 4/68(5.9%) 10/90(11.1%) 22/120(18%) 9/97(9.3%) 15/75(20%)

妊娠33-36週 1/3(33%) 1/50(2%) 2/57(3.5%) 5/78(6.4%) 10/101(9.9%) 6/83(7.2%) 5/56(8.9%)

妊娠30-32週 0/0 2/8(25%) 0/9(0%) 4/11(36%) 9/16(56%) 1/11(9.1%) 10/17(59%)

妊娠30週未満 0/0 0/0 2/2(100%) 1/1(100%) 3/3(100%) 2/3(67%) 0/2(0%)

表 3.当院の分娩件数と母体搬送比率の変遷 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
〈考察〉 

当院における母体搬送数が増加している背景

として、新生児科を新設し地域周産期母子医療

センターとして運用を開始したこと、藤枝市立

総合病院が分娩を停止していたことと関連があ

ると思われる。胎児適応での母体搬送が増加し

ていることもこれを支持している（図 5）。 

新生児搬送、母体搬送を比較し母体搬送が新

生児予後に有利となるという報告があり 3)4)、

周産期センターへの母体搬送を適切に行うこと

で新生児予後が改善する可能性は高いが、今回

の検討で有意差は得られなかった。しかし、周

産期センターとして産科と新生児科が緊密な連

携をとることで母体への副腎皮質ステロイドの

投与時期や娩出時期を速やかに決定することが

でき、また、出産後から母児が接することで母

児愛着が深まることからも、適切な母体搬送は

周産期予後を改善し得る。また、より遠方から

の搬送が増えている背景としては地域周産期医 

療母子医療センターとしての役割もあるが、

静岡県中部地区の医療資源の不足からの近隣施

設の受け入れ困難、ハイリスク妊娠の増加も関

連していると考えられる（図 1,図 2）。高次の

施設からの受け入れが増加した理由としては、

まずかかりつけ施設から近隣の総合病院に搬送 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

され、そこから当院への搬送となっている場

合が多いからと考えられる（図 4）。また、母

体適応での搬送数の増加が比較的緩徐であった

のは、元々母体適応での搬送が適切に行われて

いたこと、時間的猶予が無いため近隣の高次施

設に搬送されること、また当院で子宮動脈塞栓

術などの非侵襲的な止血術を行っていないこと

とも関連していると思われる。 

妊娠 29 週以降の母体搬送が増加しているの

は、当院 NICU の受け入れ能力（妊娠 28週以

降、出生時体重 1000g 以上）と関連している

と考えられる。総合周産期母子医療センターで

ある静岡県立こども病院へ直接母体搬送となっ

ているケースもあり、周産期医療での役割分担

が行われている。 

 

〈結論〉 

当院が平成 18 年に地域周産期母子医療セン

ターとして発足した後、母体搬送件数は年々増

加し、特に市外の総合病院からの受け入れ件数

が有意に増加していた。 

	 搬送の受け入れ週数は 29-33 週が最も多

く、29 週以降での受け入れ件数が有意に増加

しており、胎児適応の受け入れ件数が特に増加
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していた。志太榛原地区の地域周産期母子医療

センターとしての役割を十分に果たしているこ

とが確認された。 

本論文の内容は平成 26 年度静岡産科婦人科

学会秋期学術集会で発表した。本論文に関連し

て、開示すべき利益相反状態はありません。 
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